
確  認  書 

 

下記事項を確認する。 

 

記 

 

１．医師不足県における医師養成数の暫定的な調整の容認 

地域間の偏在により一部の地域における医師の不足が深

刻な現下の状況にかんがみ、医師の不足が特に深刻と認め

られる県(注)において、当該県内への医師の定着を目的とし

て、平成２０年度からの最大１０年間に限り、将来の医師

の養成を前倒しするとの趣旨の下、１０名を限度として、

現行の当該県内における医師の養成数に上乗せする暫定的

な調整の計画を容認する。 

この場合には、以下を条件とする。 

イ 当該県が、奨学金の拡充など実効性ある医師の地域

定着策を実施すること。 

ロ この措置に基づき暫定的な養成数の調整を行った県

において、養成増に見合って医師の定着数の増加が図

られたと認められる場合に限り、前倒しの趣旨にかか

わらず、当該暫定措置の終了後も、当該県における現

行の養成数 （暫定措置を講じる前の養成数）を維持で



きること。 

 

この方針の下での当該県の取組を前提として、関係審議

会において、大学の具体的な定員の在り方について検討を

行った上で大学の定員増の申請の審査を行う。 

 
(注) 本措置の対象となる県（人口当たり医師数及び面積当たり医師

数において医師の確保が十分にできていないと認められる県）： 
青森、岩手、秋田、山形、福島、新潟、山梨、長野、岐阜、三重 

     

 

２．自治医科大学における暫定的な定員の調整の容認 

自治医科大学において、全国知事会及び自治医科大学に

よる地域定着率の向上策など更なる地域医療貢献策の実施

を条件として、平成２０年度からの最大１０年間に限り、

１０名を限度として、定員に上乗せする暫定的な調整に係

る申請を容認する。 

この場合において、医学部生の暫定的な定員増は、医師

不足が認められる都道府県に対し行うものとする。 

 

具体的には、関係審議会において、大学の具体的な定員

の在り方について検討を行った上で大学の定員増の申請の

審査を行う。 



３．医学部定員の削減等 

「財政構造改革の推進について」（平成９年６月３日閣

議決定）の趣旨を踏まえ、引き続き、医学部定員の削減等

に取り組む。 
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総 務 大 臣 

 

 

財 務 大 臣 

 

 

文 部 科 学 大 臣 

 

 

厚 生 労 働 大 臣 

 

 


